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効果の見える化や
新技術・DX活用の検討支援

連携体制
の構築支援

資金調達手法
の検討支援■主な支援メニュー

令和７年度 先導的グリーンインフラモデル形成支援

概

要

概

要

国土交通省「先導的グリーンインフラモデル形成支援」は、グリーンインフラ実装に取り組む地方公共団体に対し、先導
的なグリーンインフラモデルを形成するための支援を行い、事例の全国への展開を目指します。

コンサルタントや専門家の派遣に加え、地方公共団体と連携して取り組む企業等とのマッチングなどを行い、効果の見え
る化や新技術・DX活用の検討、効果的な資金調達手法の検討、地域における連携体制の構築等の支援を行います。

※支援メニュー例を踏まえつつ
支援対象団体の事業段階やニーズ
に応じた柔軟な支援を実施

期待される効果の体系化

評価指標・測定方法の検討支援

事例等の技術情報の提供

参画団体とのマッチング 等

調達が必要な資金の検討支援

資金調達手法の検討支援

金融機関等との調整支援

活用可能な予算制度の紹介 等

勉強会等の企画・開催支援

有識者等による講演

中間支援組織等の関係機関と
の調整・連携体制の検討支援

ロードマップ等の作成 等

• 樹木調査の省力化手法の実証・緑
の価値の訴求方法の検討を支援

さいたま市での支援例 松本市での支援例 横瀬町での支援例
• 多様な主体とその関わり方に着目

した、官民連携による事業モデル
を検討

• 多様な主体の連携を促進するプ
ラットフォームの形成に向けた
勉強会の開催を支援

協議会の設立
等による推進
体制の確保

計画・ロードマップ
等の作成支援

モデル事業
の実施支援

事業評価・効果測定
方法の検討支援

体制整備・計画策定グリーンインフラの事業化

別紙１
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令和７年度 先導的グリーンインフラモデル形成支援

支
援
メ
ニ
ュ
ー

支
援
メ
ニ
ュ
ー

重点支援団体 重点支援団体以外の団体

(主)国土交通省、
国土交通省が委託契約したコンサルタント

（補）グリーンインフラ官民連携プラットフォーム

有識者等（アドバイザー派遣）

支援
機関

効果の見える化や新技術・DX活用の検討支援
・期待される効果の体系化

・評価指標・測定方法の検討支援

・事例等の技術情報の提供

・参画団体とのマッチング 等

資金調達手法の検討支援
・調達が必要な資金の検討支援

・資金調達手法の検討支援

・金融機関等との調整支援

・活用可能な予算制度の紹介 等

連携体制の構築支援
・勉強会・ワークショップの企画・開催支援

・有識者等による講演

・中間支援組織等の関係機関との調整・連携体制の検討支援

・ロードマップの作成

・アクションプランの作成 等

支援
内容
（例）

１年間(～2026.3月迄)
支援
期間

３団体程度
支援
件数

(主)グリーンインフラ官民連携プラットフォーム

（補）有識者等（アドバイザー派遣）
支援
機関

アドバイザー（有識者等）の派遣
・事業評価の実施
・有識者、ファシリテータの派遣

参画団体※とのマッチング

活用可能な予算等制度の紹介

支援
内容
（例）

１年間(～2026.3月迄)
支援
期間

※参画団体：応募団体の取組への支援を希望する事業者のことです。パートナーシップ構築支援によるマッチングにより選定します。
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支援事業のスケジュール支援事業のスケジュール

3月2月1月12月11月10月9月8月7月6月5月4月

支
援
希
望
地
方
公
共
団
体
の
公
募
開
始

重
点
支
援
団
体

上
記
以
外
の
団
体

有
識
者
委
員
会
に
よ
る
審
査
（
結
果
公
表
）

７月中旬～

公
募
〆
切
（
５
月
26
日
〆
切
）

パートナー
シップ公募

８月中旬～

９月末で
一旦〆切

※状況に応じて
年末まで継続

スタート
会議

・支援内容の確認
・参画団体に関す
るニーズ把握等

中
間
報
告
（
予
定
）

グ
リ
ー
ン
イ
ン
フ
ラ
産
業
展
に
て
取
組
発
表
（
予
定
）

・国土交通省契約コンサルタントの派遣による計画等の検討
[検討内容] ⇒新技術・DX活用の検討支援

⇒資金調達手法の検討支援
⇒連携体制の構築支援 等

・上記に関する定期的な会議の開催

参画団体
の合流 ・行政と参画団体による取組みの推進

・アドバイザー（有識者等）の派遣（適宜）
・ＧＩＰＦによる進捗確認

必要に応
じて個別
ヒアリン
グの実施

マッチング
成立団体

令和７年度 先導的グリーンインフラモデル形成支援

※スタート会議：重点支援団体選定後、ＧＩＰＦ及び応募団体の所管課による会議
※庁内勉強会 ：ＧＩとして事業を推進する際には、事業所管課に加え、庁内における複数の関係課が協働して取組むことが求められます。関係者のＧＩに関する基礎的認識を共有するための勉強会として、応募団体の必要に応じて庁内勉強会を開催します。
※参画団体 ：応募団体の取組みへの支援を希望する事業者のことです。パートナーシップ構築支援によるマッチングにより選定します。

最
終
報
告

1月28-30日

マッチング
成立団体
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支援対象団体の募集・選定支援対象団体の募集・選定

【募集対象】・ グリーンインフラ官民連携プラットフォームの一号
会員（地方公共団体）、及び非会員の全国の地方公
共団体を対象に公募を実施します。
※非会員の場合は、支援開始までの会員登録を条件
とします。

【募集方法】・ 全国から多数の事業参加団体と募るため、国土交通
省による記者発表、グリーンインフラ官民連携プ
ラットフォームWebサイトでの情報発信（全会員への
メール発信）、学協会を通じて広報を実施します。

【選定方法】・ 重点支援団体は、右記に示す視点から評価して決定
します。選定団体については、有識者委員会の審議
を経て決定いたします。

・ 重点支援団体以外の団体についても、希望に応じて
個別のヒアリングを実施し、応募内容に合った支援
を検討します。

地方公共団体の
募集と選定

評価の視点（選定基準）

1.有効性

2.先導性

3.実現性/継続性

4.波及性

5.多機能性

6.その他

評価の視点（選定基準）

1.有効性

2.先導性

3.実現性/継続性

4.波及性

5.多機能性

6.その他

令和７年度 先導的グリーンインフラモデル形成支援

重点支援団体等
選定までの流れ

支援希望
団体の公募

有
識
者
に
よ
る
審
査

重点支援団体

重点支援団体
以外の団体

スタート会議
（支援内容確認・ニーズの把握）

重
点
支
援
団
体
の
決
定

希望に応じて個別ヒアリングの実施


